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研究要旨 
本研究では乳がん検診に対する意識の実態解明を行うことを目的とし、乳がん検診の受診率向上に関わる因
子を検討するためのアンケート調査をインターネットで行った。調査に同意した47都道府県のそれぞれ100人、
計4700人の女性を対象とした。乳がん検診受診頻度は多いものから、毎年受診28.9%、2年に1度25.1%、2-5年
に1度12.1%、受診歴なし15.6%であった。乳がん検診を受けたことがない734人を対象とした調査では、検診
を受診していない理由は多いものから、乳房を観察し問題がないから23.4%、検査に伴う苦痛の程度が分から
ず不安22.3%、心配な時はいつでも医療機関を受診できるから22.1%、経済的負担17.3%、がんと分かるのが怖
い14.3%であった。また、受診を増やすために必要な取り組みは多いものから、費用補助56.4%、休日受診な
ど受診時間の拡充29.4%、受診機会の多様性28.1%、検診休暇の設定19.8%であった。 
本調査では乳がん検診受診に対するバリアを検討することとしているが、結果からは、費用負担や職場にお

ける検診休暇の設定など提供者側の対応が求められる項目が挙げられた一方で、がんと分かるのが怖い・必
要な時は医療受診ができるなど、がん検診の意義の理解が必要と思われる項目も挙げられた。また、受診間
隔については、厚生労働省より推奨される２年に１度の割合が1/4程度と低く、毎年受診がそれを上回るため、
がん検診の不利益を考慮した実施体制の整備や受診者におけるリテラシー向上が課題として挙げられた。 
今後、厚生労働省や乳がん検診学会による調査研究なども参考にして包括的な実態把握を行い、乳がん検診

の受診に対する障壁を取り除くための検討を今後続ける必要がある。必要に応じて提言などをまとめることを
検討する。 
 
Ａ．研究目的 
日本における乳がん検診受診率は欧米諸国と比

較すると低い状況が続いており、乳がんによる死亡
者を減らすためには受診率の向上が重要な課題と
なる。本研究では乳がん検診に対する意識の実態解
明を行うことを目的とする。 
 
Ｂ．研究方法 
乳がん検診の受診率向上に関わる因子を検討す

るためのアンケート調査を行う。アンケートの調査
表を検討し、インターネットにより調査する。調査
に同意した47都道府県のそれぞれ100人、計4700人
の女性を対象とし、年齢は40-49歳、50-59歳、60-
69歳、70-75歳に分類した。 
 

（倫理面への配慮） 
  インターネットによる匿名の調査による集計で
あり、個人情報については扱っていない。 
 
Ｃ．研究結果 
  インターネットによる調査は楽天インサイト社
に委託し2024年2月に実施した。47都道府県それぞ
れより女性100人計4700人の回答を得た。 
年齢は各年齢層でおおよそ同数であり、既婚者

割合は69.9%、子供のいるものの割合は71.4%、職
業は多いものから主婦31.9%、パート・アルバイト
21.0%、事務職8.1%であった。学歴は多いものから
大学院・大学・短大・高専卒46.9%、高校卒37.1%、
専門学校卒14.1%、世帯収入は多いものから400万
円未満49.0%、401-600万円23.1%、601-800万円14.
7%、801万円以上13.2%であった。 

乳がん検診受診頻度は多いものから、毎年受診2
8.9%、2年に1度25.1%、2-5年に1度12.1%、受診歴
なし15.6%であった。がん検診受診の種類は住民検
診42.1%、職域検診24.0%、人間ドック19.2%であっ
た。検診の方法は多いものからマンモグラフィの
み42.6%、マンモグラフィ+超音波17.8%、マンモグ
ラフィ+視触診16.3%、マンモグラフィ+超音波+視
触診14.2%であった。 
乳がん検診の受診動機は多いものから早期発見

早期治療のため45.1%、検診費用補助があったから
34.9%、家族や友人などががんにかかったから21.
7%、自治体からの案内16.8%、職場や地域からの指
導14.4%、受診しやすい会場13.6%であった（複数
回答）。 
乳がん検診を受けたことがない734人を対象と

した調査では、乳がん検診は2年に1度のマンモグ
ラフィが推奨されていることを知っているものの
割合は72.8%であった。検診を受診していない理由
は多いものから、乳房を観察し問題がないから23.
4%、検査に伴う苦痛の程度が分からず不安22.3%、
心配な時はいつでも医療機関を受診できるから22.
1%、経済的負担17.3%、がんと分かるのが怖い14.3%
であった。また、受診を増やすために必要な取り
組みは多いものから、費用補助56.4%、休日受診な
ど受診時間の拡充29.4%、受診機会の多様性28.1%、
検診休暇の設定19.8%であった。 
 
 Ｄ．考察 
 本研究では、コロナ禍を経た2024年における乳
がんに対する意識を調査した。コロナ後のがん検
診受領行動については、ほかのがん種もふくめ検
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討がされていないため、このタイミングでの意識
調査は重要である。本調査では乳がん検診受診に
対するバリアを検討することとしているが、結果
からは、費用負担や職場における検診休暇の設定
など提供者側の対応が求められる項目が挙げられ
た一方で、がんと分かるのが怖い・必要な時は医
療受診ができるなど、がん検診の意義の理解が必
要と思われる項目も挙げられた。また、受診間隔
については、厚生労働省より推奨される２年に１
度の割合が1/4程度と低く、毎年受診がそれを上回
るため、がん検診の不利益を考慮した実施体制の
整備や受診者におけるリテラシー向上が課題とし
て挙げられた。 
  本研究ではインターネットによる調査のため、
対象がインターネットユーザーに限定されるバイ
アスがあり、知的水準が高い集団に偏っているこ
とを踏まえて解釈する必要がある。 
乳がんによる死亡者を減らすためには、がん検診

を適切に実施することが求められる。提供者である
自治体や事業主・保険者ならびに受診者の検診に対
する理解を深める取り組みが今後も重要である。 
今後、厚生労働省や乳がん検診学会による調査研

究なども参考にして包括的な実態把握を行い、必要
に応じて提言などをまとめることを検討する。 
 
Ｅ．結論 

インターネット調査により乳がん検診に対する
意識の実態解明を行った。乳がん検診の受診に対す
る障壁を取り除くための検討を今後続ける必要が
ある。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
 Machii R, Takahashi H, Miyazawa J, Nakayama
 T. Cancer screening in Japan 2 years after t
he COVID-19 pandemic: Changes in participatio
n, 2017-2021. Prev Med Rep. 2024 Feb 10;39:10
2649. doi: 10.1016/j.pmedr.2024.102649. 
 2.  学会発表 
 Impact of COVID-19 for cancer screening and
 cancer treatment in Japan. Takahashi H, Mach
ii R. International Asian Cancer and Chronic 
Disease Screening Network (IACCS) 2023（20231
216）Tokyo 
 
Impact of COVID-19 for cancer screening and c
ancer treatment in Japan. Takahashi H, Machii
 R. International Cancer Screening Network 20
23 (20230620)Turin 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 
 なし 
 2. 実用新案登録 
 なし 
 3.その他 
 なし 
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